2020年度事業報告書
2020年6月1日から2021年5月31日まで
特定非営利活動法人ＹＣスタジオ

１　事業の実施
　YCスタジオが一番大切にしている原点は、“生きているだけでOK、ありままでOK、誰でもOK、”ということ。　安心して居られる居場所を中心に、相談・親の会、当事者研究会、アート交流、子ども食堂、多文化交流食堂、ソーシャルファームの立ち上げ事業を実施しました。
２　コロナ禍による影響

　昨年来の新型コロナウィルスの感染は止まらず、さらにデルタ株の侵入により、収束の見通しは立っていません。少人数・電話・SNS・Zoom等によりかろうじて継続という事態は続いています。
　ソーシャルファーム事業についても、収益を上げるためには、ネットによる販売に本格的に取り組む必要出てきました。
３　事業の成果　

　コロナ禍による活動の自粛は、逆に今まで周辺に置かれていたひきこもり等の当事者に、自分たちの生き方に対して、希望を見出す契機となるような、パラダイムシフトが始まっているように思えます。
　口コミやネット上の何らかの情報により居場所に集まってきた若者同士が、それぞれの生きづらさを一気に出し合い聞き合う関係性が生まれています。自然発生的な当事者会が良い形で続継続し発展していくことで、新しいYCスタジオが生まれていく可能性を感じています。　
　
４　実施事業の具体的内容
[居場所・相談]：松江市若者支援対策事業（2019年6月～2020年5月）
　　様々な生きづらさを抱える10代後半から40代の子ども若者（ひきこもり）延360人（実人数14人）が利用。（3月31日までの人数）
　　　　①生きているだけでOK！あるがままでOK！　家族のような暖かい居場所

場所：　天神町事務所２階　

内容：　何をしてもしなくてもよい、自由に過ごせる空間、おやつ、おしゃべり
　　　　　　　　　（当事者中心、ピアスタッフ）

形態：　7名以内　少人数限定
時間：　平日11:00～18:30　（一人でも来られる方があればスタッフが随時対応）

②出会いと交流の場

　　　　　場所：天神町事務所１階・２階　　フリースペース

　　　　　内容：少人数による自由参加
アート交流（電子ピアノ、ギター等によるセッション）
ものつくり体験交流（DIY、動画制作、ITを使った作曲等）

③相談

　　　　　　親の会：電話、SNSによる相談、随時（実人数5人）
　　　　　　当事者会：生き辛さからの当事者研究会
　　　　　　　　大阪若者の居場所「なるにわ」との連携により、Zoomにより開催
　　　　　　　　　11月16日　13:00～16:00　島根より6名参加
　　12月24日　13:00～16:00　島根より4名参加
個人相談：電話・メール・SNSにより実施。
随時（早朝、夜間もOK）
　　　　　　　　　　　スタッフ;木村悦子、　助言;足立孝子（PSW　島根大学人間科学部）
④同行支援
　　　　　　精神科クリニック、精神科病院の受診同行（浜田、出雲、松江）、随時
　　　　　　行政機関への同行　（福祉、保険年金、教育機関）、随時
〔子ども食堂事業〕：島根県持続可能な社会貢献活動支援事業費補助金（2020年8月～2021年５月）
　　　　　シングルの母子を中心に、持ち帰りの形で、夕食弁当を提供。
事業の経過：
・2020年8月～　事業準備

YCスタジオ2Fキッチン、1Fフリースペースの整備

市社協モデル事業の見学（8月17日）

　　・2020年10月～　連携団体
るりっく（シングルマザーを支援する会、代表片岡佳美）との連携開始
お弁当のニーズのある会員の紹介とお弁当の予約を依頼。
・2020年11月～スタッフ・ボランティアの募集、チラシの作成、
マスコミ・SNSによる広報　　
・2020年11月20日～2021年5月31日　YCスタジオ1Fフリースペースにて、
週2回火曜・金曜日の午後5時から6時半まで

　　　　　　　　　1食100円で　　　計　42回　613食　を提供。　　　　　

　事業の特徴：
対象者を食に窮する子ども・母親から若者・高齢者等にも拡大。
　　　　　　　有機野菜を中心にした手作りの弁当にこだわる。
　　　　　　　居場所利用や料理教室や相談機関等に繋ぐ。　　　　　　

　　　成果と反省：
　子ども母親とも、いきいきとして来られた。

　　　　　　　料理教室にも参加されて、子どもたちは大はしゃぎでした。　　　　　

　　　　　　　対面で一堂に会しての食事会ができなかったのが残念。

　　　　　　　車で来られる人にしか渡せず、本当に必要な人に届けられていないのではないか。

　　　　　　　テイクアウトでは、ゆっくり話す時間が持てず、個別の相談は「るりっく」のスタッフにる
部分が多く、YCスタジオを通じての広がりにかけていた。　　　

　　　　　　　フードバンクや行政機関とのネットワークが課題。
　　　　　　　　山陰中央新報紙に掲載され、多くの方から多額の寄附金（72万円）や食材提供を受け、
また、多くの方にボランティアで参加いただいたことに心より感謝している。　　　　

　　　　　　　　　
〔多文化交流食堂～世界の家庭料理教室～〕：しまね国際センター「世界とつながる島根づくり助成金」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2020年8月～2021年3月）
　　　アメリカ人のケニーさんを講師に全14回の「Cooking　in　English」を実施。
参加者は延95名、内14名子ども1～10歳、外国（香港）から来られた方1名で、様々な生き辛さを抱える若者だけでなく、子ども食堂で知り合ったひとり親家庭の祖母・母・子どもたち。
　　　　　講師のケニーさんはオレゴン州出身のアメリカ人で、ルーツにメキシコやスコットランドの親族があり、アジアからヨーロッパまで幅広い交友をお持ちです。また子ども好きのユーモアたっぷりの方で、子どもたちと本気？で遊んでくれた。

　　　　　英語オンリーの教室でしたが、身振り手振りで会話が通じる楽しさは、不登校で英語の授業を受けたことのない若者にも十分通じたことと思う。
様々な事情で、地域になじみにくい人たちが、この料理教室で出会い、日本ではめずらしい食事・スィーツを一緒に作り、一緒にテーブルを囲んで片言の英語で話しながら食する時間は、何物にも代えられない幸せな楽しいひとときでした。
　　　　この小さな料理教室が、国境を越えて、障害を越えて、多文化・多世代の交流の拠点として一年間継続し定着してきたことは、大きな成果だと考える。
〔“ソーシャルファーム”の立ち上げ～農食アートIT、就労弱者主体のチャレンジ〕
：休眠預金を活用した「新型コロナウィルス対応緊急助成事業」（2021年1月～5月）
ソーシャルファームの立ち上げ（基盤づくり）を実施中。
現行の福祉制度に乗っている障がい者（手帳保持者）は勿論、様々な事情で就労できない若者等（＝就労弱者）と、コロナ不況により失職した若者等（＝健常協働者）が共に、彼らの強みを活かせる新しい雇用、企業でも福祉就労でもない第三の道（＝ソーシャルファーム）を立ち上げ、
就労弱者が企画段階から参加し、協働者と対等の立場で仕事を創って行く。
特に、彼らの芸術的な感性とIT能力を活かし、農と食に関わる一連の仕事の基礎固める。
5月末現在、自由に過ごせる当事者中心の居場所を開きながら、生きづらさ、働きづらさを感じている利用者に丁寧な声かけをして、5人の就労弱者と4人の協働者を採用することができた。
今後は、具体的な事業（援農漁、こだわり市、エコCafe営業、ネットを使った野草茶等の加工品の製造・販売等）を組み立て、作業工程の切り出しを進めていく。
　

［その他］
NPOの継続支援：島根県持続可能な社会貢献活動支援事業費補助金（2020年8月～2021年3月）
　　　　①オンラインによる相談、学習、当事者研究会のための施設整備
　　　　　　　PC、wifiルーター、webカメラの設置と管理を実施。
　　　　②対面で行う活動における感染症予防対策
　　　　　　　アクリル板、フェイスシールド、マスク、消毒液等を購入。
　事業の実施に関する事項
（1） 特定非営利活動に関わる事業

	事業名
	　事業内容
	実施

日時
	実施

場所
	従事者の人数
	受益対象者の範囲及び人数
	支出額(円)



	
	助成・委託事業
	内容
	
	
	
	
	

	オルタナティブな学びの場の研・啓発・実践事業
	松江市

若者支援対策事業
	居場所

相談事業
親の会

個人相談
	6月～5月

6月～5月
	YCスタジオ


	2人


	10代～40代

延406人
実人数16人

保護者・若者延302人

実人数12人
	2,072,184　　

　

　　

	
	島根県
持続可能な社会貢献活動支援事業
	子ども食堂
オンライン施設整備
コロナ感染予防対策
	6月～5月
6月～3月
	YCスタジオ


	4人

3人
	シングルの母子を中心に若者、高齢者　延613人

居場所等参加者　
延406人
	967,716


	
	しまね国際センター
世界とつながる島根づくり助成事業
	多文化交流食堂～世界の家庭料理教室
	6月～

3月

	YCスタジオ


	2人


	一般
1才～70代　延95人
	132,576


	
	休眠預金を活用した
新型コロナウィルス対応緊急助成事業

	“ソーシャルファーム”の立ち上げ
援農


	2021年１月～5月


	YCスタジオ

大根島、東出雲
圃場


	4人

4人


	就労弱者
20代～40代

実人数5人
農家　
若者等　
延14人
実人数7人

　
	841,593


	
	その他

	
	
	
	
	
	4,756,548
（全体に関わる費用、休業手当をむ）



	
	合計
	8,770,837


（2）その他の事業

　　　　実施無し

